
議案第１４号 

八幡浜市不妊治療等に係る費用の助成に関する条例の制定について 

標記条例を次のように制定する。 

令和４年２月２８日提出 

八幡浜市長 大 城 一 郎 

 

記 

八幡浜市不妊治療等に係る費用の助成に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は、予算の範囲内において、不妊治療等に要する費用を助成す

ることにより、出産を望み、不妊治療等を受ける夫婦の経済的負担を軽減し、

もって本市の少子化対策の推進及び市民福祉の向上を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

⑴ 不妊治療等 保険医療機関等（健康保険法（大正１１年法律第７０号）第

６３条第３項第１号（医療保険各法において同号を引用する場合を含む。）

に規定する保険医療機関又は保険薬局及びその他の病院、診療所又は薬局等

をいう。）において夫婦に対して行う不妊治療、不妊検査その他規則で定め

る診療行為をいう。 

⑵ 夫婦 次のいずれかに該当するものをいう。 

ア 戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）第７４条の規定による届出をして

いる夫婦（外国人の場合にあっては、住民基本台帳法(昭和４２年法律第

８１号)第７条に規定する住民票の記載事項により夫婦であることを確認

できる夫婦） 

イ 戸籍法第７４条の規定による届出をしていない者であって、事実上婚姻

関係と同様の事情にあるもの 

⑶ 医療保険各法 次に掲げる法律をいう。 

ア 健康保険法 

イ 船員保険法（昭和１４年法律第７３号） 

ウ 私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号） 
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エ 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号） 

オ 国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号） 

カ 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号） 

⑷ 助成金 この条例に基づき交付する助成に係る金銭をいう。 

⑸ 一部負担金 医療保険各法の規定により保険給付を受ける者が負担すべ

き額（医療保険各法に基づく規約又は定款による附加給付がある場合にあっ

ては、その額を控除した額）をいう。 

（助成対象者） 

第３条 不妊治療等に係る助成の対象となる者（以下「助成対象者」という。）は、

次の各号のいずれにも該当するものとする。 

⑴ 不妊治療等を開始している夫婦であること。 

⑵ 不妊治療等を受けた日及び第５条の規定により助成金の交付申請を行う

日において、夫婦ともに市内に住所を有する者（住民基本台帳法に基づき本

市の住民基本台帳に記録されている者をいう。以下この号において同じ。）

であること又は就業その他のやむを得ない事情により夫婦のいずれか一方

が市内に住所を有する者でない場合にあっては、近い将来に夫婦ともに市内

に住所を有する者となる見込みがあると市長が認める者であること。 

⑶ 不妊治療等を受けた日において、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）

による保護を受けていない者であること。 

２ 前項の規定にかかわらず、他の地方公共団体（愛媛県を除く。）が実施する助

成等の制度を利用している不妊治療等は、この条例による助成の対象としない

ものとする。 

（助成） 

第４条 市長は、助成対象者が受けた不妊治療等に係る一部負担金（処方箋によ

る調剤料を含む。）を負担した場合においては、当該助成対象者に対し、当該

一部負担金に相当する額を助成するものとする。ただし、次に掲げる費用に相

当する額を除く。 

⑴ 医療保険各法の規定による高額療養費 

⑵ 医療保険各法の規定による食事療養標準負担額 

⑶ 文書料、個室料その他の不妊治療等に直接関係のない費用 

⑷ 不妊治療等を伴わない不妊症を診断するための検査費用 
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⑸ 法令等により国又は愛媛県から交付される助成金等 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、不妊治療等を受けたことに対する給付金等 

（助成金の交付申請） 

第５条 助成金の交付を受けようとする者は、規則で定めるところにより、不妊

治療等を受けた日の属する月ごとに、当該月の翌月初日から起算して１年以内

に市長に申請しなければならない。 

（助成金の交付決定） 

第６条 市長は、前条の規定による交付申請があったときは、速やかにこれを審

査の上、交付の可否を決定し、当該申請者に通知するものとする。 

（交付決定の取消し等） 

第７条 市長は、偽りその他不正の行為により第４条に規定する助成を受け、又

は受けようとした者があるときは、当該者に対する助成金の交付決定を取り消

すものとする。 

２ 前項の場合において、既に同項に規定する者に対して交付した助成金がある

ときは、市長は、当該交付した金額の全部又は一部を返還させることができる。 

（権利の保護） 

第８条 この条例による助成を受ける権利は、これを譲渡し、担保に供し、又は

差し押さえることができない。 

（委任） 

第９条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行し、同日以後に受けた不妊治療等に係

る費用の助成について適用する。 

 

提案理由 

医療保険各法の規定により保険給付を受ける者が負担すべき不妊治療等に

要する費用を助成することにより、出産を望み、不妊治療等を受ける夫婦の経

済的負担を軽減し、もって本市の少子化対策の推進及び市民福祉の向上を図る

ため。 
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